資料１

子ども・子育て支援新制度に向けた取組内容
	
	香津町保育所民営化に向けての検討課題
	子ども・子育て支援新制度に向けた取組内容

	１
	＊事業者募集に当たり民営化後の建替え施設規模（定員）を定める必要があるが現時点では困難である。
【民営化条件】
２７年４月民営化後３年以内で建替え
（次期計画期間の３年目）
	＊震災後保育需要が伸びているが、児童数が減少する中、今後の保育需要の推移を見極める必要がある。
＊次期計画期間（２７年度から３１年度）の保育需要を把握し、全体の必要供給量（定員）の確定を行う。

	２
	＊保育所建替えに当たり財政支援を明示しなければならないが、建て替えまで４年程度の期間を要し支援内容が定まらない。
	＊国では新制度に向け消費税増税分を財源対策として充てているが、建替えに対する支援制度についても不透明さが残る。

	３
	＊事業募集に当たり、学校法人も対象にしているが、現時点では具体的な財政支援策がない。
＊事業者からは「認定こども園」についての考えも求められるが、事業者募集に向けた本市の方針が定まっていない。
	＊国では次期計画期間中に幼保連携を図るため「認定こども園」の設置を促進する方針を出しており、そのインセンティブ策を検討中。

	４
	＊のびのび塩竈っ子協議会の中では、香津町保育所以外にも老朽化対策が必要ではという意見も出されている。
香津町　築３８年　　新浜町　築４１年
東部　　築４０年　　清水沢　築３６年
	＊次期計画では、老朽化が進んでいる全ての保育所を対象にその改善策、整備計画を策定する。


【公立からの民営化　県内取組み状況】（H23～25年度）
	従前地に市で建替後に民営化
	仙台市

	民営化後、移管先事業者が別地に新園舎建設
	仙台市、名取市、東松島市、大和町、
大河原町、丸森町


【現行支援制度】
保育所緊急整備事業（安心こども基金）
・内　容　　保育所（認定こども園含む）の新設、修理、改造、整備を実施
・補助率　　県（国含む）　１／２　　市町村　１／４　　事業者　１／４
・補助対象　社会福祉法人、学校法人（認定こども園を構成する場合に限る）
認定子ども園とは～幼児教育・保育及び家庭における養育支援を一体的に提供する施設
